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 1．研究の目的

 　高齢者がその子供家族と同居する形態は，高齢者の家

 族形態としては，日本では最も量的に多いものである。

 最近の調査結果によれば，この形態をとる世帯は，65歳

 以上の高齢者を含む世帯の約4割を占めている。65歳以

 上の人口に対しては，約6割がその子供（無配偶者含む）

 と同居しており，高齢者とその子供との同居は経年的に

 みれば漸減の方向にあるものの，将来的にも高齢者居住

 の1つの典型タイプといわれている。ちなみに，将来推

 計では，高齢化率がピークに達する2025年時点において

 も，高齢者がいる世帯の約半分は子供との同居世帯であ

 ろうと予測されている。これは，高齢先進国といわれて

 いる欧米諸国とは著しく異なる点であり，日本の高齢者

 居住の大きな特徴であるといえる。この点において，今

 後の高齢者の居住の在り方を展望する上で，高齢者同居

 家族を取り上げることの重要性はきわめて高い。

 　以上のような背景から，本研究は，高齢者とその有配

 偶の子供家族がともに居住する高齢者同居家族で戸建住

 宅に居住するものを主たる研究対象とし，その住宅の特

 性および居住の特性を明らかにすることを目的とする。

 　また，これとは別に，高齢者と若年者の空間に対する

 志向性の差異を把握することを目的に，高齢者の年齢や

 身体的状況とその行動特性との関連性について明らかに

 する。

 2．研究の方法

 　本研究は3つの内容から構成される。

 　まず第一に，住宅金融公庫の融資を受けて住宅を新築

 した世帯を対象に実施された全国的なアンケート調査を

 もとに，高齢者同居家族の居住する住宅（以下，同居）

 と夫婦と子供からなる核家族が居住する住宅（以下，非

 同居）の規模や間取りに関する特性の違いについて明ら
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 かにする。研究にあたっては，両者の違いをなるべく精

 綴に検討するため，単純な比較分析だけでなく，全国の

 地域別分析からみた高齢者同居住宅の特質分析，および

 林式数量化II類を用いた同居住宅および非同居住宅の判

 別分析，家族人数が同じ場合の同居住宅と非同居住宅の

 差異分析，高齢者が1人の場合と2人の場合の差異分析

 を行うものとする。→3章

 　第二に，比較的近年に建築された高齢者同居家族を対

 象に実施した住宅や住まい方に関する実態調査をもと

 に，高齢者同居家族の住まい方の特性について明らかに

 する。ここでは，高齢者同居家族の住まい方の特性をな

 るべく精緻に把握するため，各人の様々な生活行為がど

 こで行われているか等の家族個々人の行動に着目して検

 討を進めるものとする。→4章

 　第三に，原型的な通路空間モデルを設定し，通路空間

 側の物理的な条件と被験者側の生理的な条件との関係性

 について考察する。→5章

 3．高齢者同居家族の居住する住宅の基本特性

 3．1　調査の概要

 　本研究で用いるデータは，昭和62年度に住宅金融公庫

 が公庫融資を受けて戸建住宅を新築した世帯を対象に実 施したアンケー／調査によるものである。日本で1年間

 に着工される持家戸建住宅に対する公庫融資利用率は，

 昭和62年当時55．1％にのぽっており，この調査結果から，

 新規建設される戸建住宅での一般的な状況を把握するこ

 とが可能である。調査の概要は表3－1に示す通りであ

 る。なお，本調査における高齢者とは，年齢60歳以上の

 ものを意味する。

 　このアンケートは，家族・構造・規模・間取り・材料・

 設備・工事施工業者に関する72の項目について調査した

 ものであるが，本報告では，それらの中でも高齢者同居

 住宅と非同居住宅で差異があると認められ，住宅の平面

 表3－1　調査の概要

 調査対象

 調査時期

 サンプル数

 住宅金融公庫融資住宅
 （1）個人住宅建設資金利用の住宅
 （2）団地住宅資金及ぴ公社分譲住宅資金利用の
 　一戸蓮住宅
 の全対象者から4％程度を抽出
 第1次：昭和62隼10月12日～昭和62年11月7日
 第2次：昭和62年11月9～　　63　118
 核家族用住宅一7210件、高齢者同居用住宅一2712件
 その他一638件、不明一798　　　：’一11358
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図3－1　分析項目

表3－2　調査対象家族の概要

核家　族
高齢者同居
　　十老人

子供人数（㌶）
01人2人3人～
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　　図3・一3　同居・非同居別　延床面積分布

計画に直接的に関係する図3－1に示す項目を中心に検

討を進めるものとする。

　調査の結果得られた分析の対象となる核家族は，夫婦

と子供2人の世帯が最も多く57．5％を占め，平均家族人

数は3．8人である。高齢者同屠家族は，夫婦と子供2人と

高齢者からなる世帯が最も多く53．9％を占め，そのうち

5人世帯が53．9％を占める。平均家族ノヘ、数は5．3人であ

る。（表3－2）
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　　図3－4　同居・非同居別　居住室数分布

3．2．1　住宅規模の特性

　敷地面積は，非同居では200㎡未満が43．4％を占めるの

に対し，同居では200m似上が71．4％を占め，そのうち半

分以上は300m似上である。（図3－2）

　延床面積については，非同居では120m味満が5811％を

占め，そのうち110㎡が約4割を占める。同居では，120

㎡以上が79．9％を占める。簡易的な平均面積の比較では，

非同居120㎡，同居144㎡で24㎡の開きが、おる。（図3－3）

　家族人数と敷地面積・延床面積の関係をみると，非同

居・同居とも家族人数に比例して広い面積の割合が増え

るが，同じ家族人数であっても同居の方が広い面積の割

合が高い。このことは，同居の方がより広い面積を必要

としている結果とも考えられるが，一方で，住宅金融公

庫の高齢者同居家族と核家族に対する貸付基準の違いに

起因している可能性も否めない注1）。

表3－3　同居・非同居別家族人数居住室数

非同居住宅

同居住宅

2人　3人4人　5人　6人　7人8人以上

5室　　　　　　6室

5室　　　6室　　　　　7室

　台所を除く居住室数に関しては，非同居は5室のとこ

ろにピークがあり33．2％を占め，6室の割合も30．8％と

高く両者で全体の2／3を占める。これに対して同居は，6

室（28．0％），7室（28．4％）のところにピークがある（図

3－4）。平均室数では非同居5．6室に対して同居6．5室

で，平均家族人数の差の1．5人よりも小さい。しかし，非

同居と同居では家族人数が同じであっても4人家族～6

人家族まで平均室数で約O．5室の差がある。家族人数別同

居・非同居と居住室数との関係を模式的に整理すると
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表3－3のようになる。

3．2．2　間取りの特性

1）居問（L）・食事室（D）・台所（K）の構成

　居問の和洋の形式については，同居・非同居ともに7

割以上が洋室であり，L洋間が一般的になりつつある状
　　うかが況が窺える。しかし，同居と非同居を比較すると，同居

の方が和室の割合が高く，29．4％を占める。（図3－5）

　台所の形式については，LDK一体のワンルーム型の

割合は同居20．7％，非同居22．4％と大差はない。DK型

は同居・非同居ともに最も多い形式であるが，両者を比

較すると同居での割合が約5ポイント高く，50．8％を占

める。居間との関係を含めてみると，Lが洋室の場合の

DK型の割合は，同居・非同居でほとんど差がなく，両

者ともにL・D・Kの組み合わせの中では最も多いタイ

プである。しかし，Lが和室でDK型である割合は，同

居の方が6．3ポイント高い割合を示し，23．9％を占める。

反対にK独立型の割合は，非同居の方が高い。この場合，

LDが洋室でKが独立している形式が多く，非同居全体

の18．8％を占め，同居の14．5％よりも高い割合を示す。

（図3－5・3－6）

　LとDがそれぞれ洋室の場合の広さについては，とも

に同居・非同居で大きな違いはない。Lの広さは8畳が

最も多く，Dの広さは6畳が最も多い。

2）和様式

　同居と非同居の住宅で決定的に異なるのは，和室数，

続き問の有無，仏壇・床の問の有無等の和の様式に関す

る点である。

　まず，和室数について，単純な室数分布を比較すると，

非同居では全体の37．3％が2室であり，同居では3室の

割合が最も高い。この比較で見る限り，同居の方が和室

数の多い住宅が多い。しかし，同居の方が当然のことな

がら家族人数も多いので，居住室数に対する和室数の割

合で比較すると，同居は，和室数平均3．23室に対して居

室数平均6．47室で和室率50％であるのに対して，非同居

は，和室数平均2．43室に対して居室数平均5．57室で，和

室率44％である。絶対数でも，同居の方が非同居に比べ

和室割合が高い。（図3－7）

　さらに，和室が二問続きになっている続き問の有無に

ついてみると，続き間のある割合は，同居64．7％に対し

て，非同居41．O％で，大きな違いがある。このような続

き間の存在は，既往の研究では，洋室のLの存在と対立

関係にあるとされている文1〕。そこで，洋室のLの有無と

続き間の存在の有無をみると，非同居の場合には確かに

その関係が認められ，L洋室の場合に続き問が同時にあ

ることは少ない。しかし，同居の場合には，L洋室の場

合に続き問がある割合は，L和室の場合に比べれば少な

いものの，それでもL洋室の住宅の過半には同時に続き
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図3－8　同居・非同居別

L洋窒

L和室
続き同なし

Lの和洋別の続き間の有無

間がある。同居住宅の場合には，続き間の存在が1つの

特徴と考えられる。（図3－8）

　また，続き問の有無と住宅の延床規模との関係をみる

と，同居・非同居ともに，大きな規模の住宅ほど続き間

のある割合が高い。規模的な余裕がある場合に，続き問

が接客等を意識したある種の格式的な空問として設けら

れる場合が多いことが分かる。しかし，同じ延床面積の

住宅であっても，同居の方が非同居より続き間のある割

合が高く，このことからも続き間の存在が同居住宅の1

つの特徴であるといえる。（図3－9）

　床の問の有無と仏壇の有無についてみると，床の問の
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高齢考の居室空間と居室の和洋

ある割合は，同居89，2％，非同居84．3％とかなり高率で

あり，両者の差は少ない。これに対して仏壇のある割合

は，同居74．3％，非同居40．0％と大きな格差がある。ま

た，同居では全体の69，2％に床の間と仏壇の両方がある。

同居・非同居では，床の問に比べ仏壇の有無の差異が大

きい。（図3－10）

3）高齢者の居住空間

　高齢者の居住空間に関してみると，高齢者専用の台

所・便所と居室があり子供家族との空間の分離度が高い

ものは，全体の9，4％に過ぎない。そのうちの約7割は住

宅金融公庫の制度でいう二世帯住宅融資注2)を受けたも

のである。それ以外は，居室のほかに専用の便所だけが

あるもの4．1％，居室のほかに専用の台所だけがあるもの

1．7％で，全体の84．8％は居室があるだけである。ほとん

どの住宅では，居室以外の空間が専用化されていないこ

とが分かる。また，高齢者の居室は，全体の96．5％が和

室であり特徴的である。また，このことが先の同居住宅

の1和室率の高さにも反映していると考えられる。

（図3－11）

4）その他

　便所の位置に関してみると同居では1・2階の両方に

あるものが50．2％と半数を超えるのに対し，非同居では

40．5％である、（図3－12）

　収納面積に関しては，非同居の場合は4畳にピークが

あり，全体の2（1．9％がこれに該当する。同居の場合は22．7

％が9畳以上である。家族人数が同じであっても，また

延床面積が同じであっても，非同居に比べ同居の方が，

収納面積が広い割合が高い。（図3－13）

3．3　地域別分析からみた高齢者同居住宅の特質
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収納面積

　住宅の規模と和様式の点に関して，同居住宅と非同居

住宅では違いがあることが分かったが，扱っているデー

タが全国のものであるため，そもそも同居形態が多い地

域と少ない地域といったような地域性が存在し，その偏

りから地域のイ主宅の規模や和様式の差異性が同居・非同

居の差異として表出している可能性もある。そこで，こ

こでは都道府県を単位とした地域別の分析を行い，地域

性とは区別される高齢者同居住宅の特質を明らかにす

る。都道府県別のサンプル数は表3－4に示す通りであ

る。

　まず，規模の点に関して，延床面積と居住室数の関係

を同居，非同屠別および地域別に示したのが図3－14で

ある。これを見ると明らかなように延床面積と居住室数

の間には高い正の相関が認められるが（r＝．946），同

居・非同居では明確に2つのグループに分かれている。

地域別の差異は、各グルーブの中で相似的に内在されて

いる。
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表3－4　都道府県別サンプル数

脳県名非同居同居（同居住宅率〕櫛県名非同居同居胴屠住宅率〕棚県名非同屠同居（同居住宅率）
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同居グループのみでの単回帰直線（y＝O．03341x＋

1．66997　r＝．7682）と非同居グループのみでの単回帰

直線（y＝O．03048x＋1．89537　r＝．8068）を比較する

と，若干ではあるが，同居の方が，面積の伸びに対して

室数の増える割合が高いことが分かる。

　和様式に関しては，図3－15は居住室数の平均に対す

る和室数平均（和室率）と続き間がある確率を同居・非

同居別および地域別に示したものである。和室率と続き

間型の出現には明確な正の相関関係がみられる（y＝

I0．3188x＋30．9596　r＝．8301）。しかし，ここでも同

居・非同居は2つのグループに分かれており，地域別の

差異は，各グループの中に相似的に内在されている。同

居の場合には，北海道と，東京・神奈川・大阪・奈良の

都市圏を除いては，和室率が5割前後以上で，続き間が

ある確率も5割を超えている。これに対して非同居は，

岩手・宮域・福島の太平洋岸の東北地域と鹿児島・長崎

を除いては和室率が5割を割っており，続き間がある確

率も低い。

　床の間と仏壇の有無に関しては，床の間の有無に関し

て，同居と非同居の間では明確な差異が認められない。

地域別の床の間のある確率は，同居と非同居での差異は

少ない。これに対して，仏壇の有無に関しては，同居と

非同居は明確に2つのグループに分かれており，違いが

見られる。同居の場合には，山梨県を除いては仏壇あり

の割合が50％を超える。（図3－16）

　L・D・Kの構成については，相対的に同居でL和室・

DK型の割合が高く，非同居でL洋室・K独立型の割合

が高かった。また，地域別にみるとL洋室・K独立型の

割合が大都市地域で高く，L和室・DK型の割合は伝統

的な住様式が残存している東北・北陸・山陰・四国等で

高かった。このことから，これらの割合が同居・非同居

の別と地域性を表すと考え，それを図化したものが図3

－17である。この結果から分かることは，同居の方が，

非同居に比べてL和室・DK型の割合が高い傾向は見ら

れるものの，地域別にみて必ずしも一様ではないことで

ある。それよりもむしろ，地域別の同居・非同居の値が
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近似しており，L・D・Kの構成の違いについては，同

居・非同居の違いよりも，地域性の方が大きく影響して

いると考えられる。また，L洋室・K独立型の出現と，

L和室・DK型の出現には負の相関がみられるが，非同

居（r＝一．6125）に比べ，同居での相関（r＝一一．5123）

は弱い。

　以上の地域別の分析から，同居住宅と非同居住宅では，

地域にかかわらず延床面積と居住室数，和室率と続き間

の有無，仏壇の保有の点で，基本的に違いがあることが

確認された。

3．4　数■化11類による高齢者同居住宅の特質分析

3．4．1　同居住宅と非同居住宅

　住宅規模や和様式の点で，同居と非同居で基本的な違

いがあることが分かったが，この違いを説明する要因の

説明力を明らかにし，同居・非同居を判別するモデル式

を作成するため林式数量化II類による分析を行っ

た注3〕。外的基準は同居と非同居で，説明要因としては，

これまでの分析をふまえて，表3－5に示す1O項目を用

いている。この結果の偏相関係数によると，同居・非同

居の違いは延床面積（．2119）が最も大きく影響し，次い

で床の間・仏壇の有無（．1624）および居住室数（．1303）

である。レンジの大きさからもこの3項目が主要な説明

要因であることが分かる。判別的中率は73．5％，相関

比．4868で，これらの10項目によって，同居住宅と非同居

住宅をかなりの精度で判別することができるといえる。

3．4．2　居住人数が等しい場合の同居住宅と非同居

　　　　　　住宅

　同居住宅全体と非同居住宅全体の判別分析で，敷地面

積や居住室数の説明力が高かったことは，両者の居住人

数の差からみて当然のことともいえる。そこで，4人家

族，5人家族の居住人数の等しい場合の同居住宅と非同

居住宅の差異を林式数量化I］類を用いて検討した。その

結果は表3－6に示す通りである。居住八数が等しい場

合には，偏相関係数によると，床の間・仏壇の有無が最

も高く（4人：r＝11706・5人：r＝．2678），次いで，延

床面積（4人：r＝．1473・5人：r＝．1692），和室数（4

人：r＝．1431・5人：r＝．132211である。カテゴリースコ

アからみると，居住人数が同じ場合の同居と非同居の差

異は，仏壇の有無，和室数の和様式の違いが決定的であ

る。

　これらの判別的中率は4人の場合が67．5％，5人の場

合が69．9％でかなりの高率であり，居住八数が同じであ

っても，同居住宅と非同居住宅で違いがあることが分か

る。

表3－5 同居住宅と非同居住宅の要因分析結呆

外的基導 同　居　←→　非同居

アイアム カァゴリー 反応 カァゴリ レンジ

数 一スコア

敷地 1，100㎡未満 40 一0．0023

2，100～120㎡ 143 一0．0539

面竈 3，120～140㎡ 136 一0．0346 0．0763

4，140～160㎡ 144 一0．0031

5，160～180㎡ 242 0．0019

61180～200㎡ 206 0．0054

7，200～250㎡ 470 0．0224

8，250～300㎡ 308 0．0196 何相㎜
9．3㎝㎡以上 668 一0．0078 （O－0515）

延床 1．90㎡未満 180 0．1311

2．90～100㎡ 215 0．1005

面蘭 3，100～110㎡ 257 0．0967 O，3406

4，110～120㎡ 447 0．1102

5，120～130㎡ 251 一0．0437

6，130～140㎡ 254 一0．0517

7，150～160㎞’ 281 一0．0909

8，160～170㎡’ 237 一0．0863 何相関係数

吐170㎡£ 235 一0．2095 （0．2119）

居住室 112室未満 11 0．0867

Z3室 32 0．1168

の室数 3，4室 242 O．0653 0．3306

4，5室 670 O．0570

5．6室 751 0．0115

6．7室 418 一0．0756

7．8室 168 一0．1324

＆9室 59 一0．2138 偏相関係数

9．10室以上 6 一0．1441 〈0．1303）

Lの 1．洋室 1η9 0．0172 0．0700

和洋 2．纏 578 一0．0528 （0．0644）

Kの 1．触立型 740 0．0079 0．1143

形式 zD“型 1107 0．0325

3．LDK　　1 510 一0．0818 （0．1020）

徽 1．1室 421 0．0421

2．2室 829 0．0230

3．3室 562 一0．0006 O．1739

4．4室 325 一0．0531

5．5室 149 一0．0945

6．6室 53 一0．0522 偏相囲係数

7．7室以上 18 一0．1317 （0．0729）

疏き間 1．あり 1124 0．0083 0．0159

の有簑 2．なし 1233 一0．0076 （0．0154）

床の固 1．床の同だけ 935 0．0709 0．2523

仏垣 2．仏垣だけ 74 一0．1813

3．両方あり 1107 一0．0554

の有簑 4．両方毛し 241 O．0350 （0．1624）

収納 1．1丘 22 一〇．0110

212畳 77 一〇．0040 0．0799

面積 3．3畳 2？4 0．0268

4．4■ 424 0．0331

5．5畳 400 一0．0018

6．6■ 347 一0．0468

τ7■ 242 0．0233

8－8■ 219 O．0219 何相戻順敏

19■以上 352 一〇．0406 （皿0763）

便所の 1．1階のみ 1305 0．0093 0．0209

位■ 2．1階と2階 1052 一0．0116 （0．0255）

サンプルスコア平均 一0．1724　　　　H　　　　　　O．0645

判別的中率 73．5一

サンカ嚇・相関比 2357　　　　　　0．4868

3．4．3　高齢者1人同居と高齢者2人同居の場合

　子供家族と同居する高齢者が1人なのか2人なのか

で，住宅の空間的な性質に影響を与える可能性がある。

そこで，これまでと同様に林式数量化II類を用いて，高

齢者1人同居の場合と2人同居の場合についての判別分

析を行った。その結果は，表3－7に示す通りである。

判別的中卒は57．6％，相関比．1917でいずれの値も低い。

屠住人数を等しくした場合の高齢者1人同居と2人同居

を判別した結果でもほぽ同様である。したがって，ここ
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表3－6　居住人数が等しい場合の同居住宅と非同居住宅の
　　　　　要因分析結果

外的基準 4 5
回　　　　←一■一同居 日　屠←→一同居

アイテムカァゴリー郎 カァゴリレンシ反応カァ　リレンシ
・スコア 歓 一スコア

敷地 1，100㎡未満45 一0．1124 52 一0．1367
2，100～120㎡159一0．0433 66 一0．1301

面竈 3，120～140㎡131一0．00240．142476 一0．04120．1617
4，140～160m’150 0．0122 87 一0．0041
5，160～180㎡’237 0．0300 139 0．0071
6，180～200㎡232 0．0136 134一0．0172
7，200～250㎡467 0．㎝63何相囚356 0．0138何相蘭
＆250～300m’274 一0．0142係数 211 0．0250係数
9，300㎡£562 0．0020（O．0692）589 0．0175（O．0797）

延床 1．90㎡未満172 0．0327 60 0．1172
2．90～100㎡228 0．0549 102 O．2170

面竈 3，100～110㎡312 0．03060．1971159 0．12200．3101
4，110～120㎡494 0．0470 262 0．0982
5，120～130㎡258 一0．0302 196一0．0363
6，130～140㎡217 0．0032 205 一0．04脳
7，150～160㎡232 一0．0387旧相【245 一0．0819価相困
8，160～170㎡189 一0．0677係籔 244 一0．0622係数
9，170m’’155一0．1422（0．1473）237 一0．0931（0．1692）

居睦 1．2室未満 8 0．0386 5 一0．0195
2．3室 35 一〇．0703 12 0．0488

の室数3．4室 220 一0．01970．1134100 0．00010．1143
4．5室 732 0．0044 390 一0．0579
5．6室 767 一〇．0033 519 0．0087
6．7室 359 0．0153 434 0．0176
7，8室 96 0．0343偏相函183 0．0348何相困
8．9室 40 一0．0748係数 62 0．0564係数
9．10　’ 一　　■（0．0522）5 0．0120（0．0637）

Lの 1．洋室 1750一0．m460．02051261 0．0102O．0390
507 0．0159（0．0233）舳9 一0．0287（0．0332）

Kの 1．嚇立型 724 一0．㎝330．㎝78511 一0．01060．0216
形式2．0“型 1052 0．0002 822 0．0110

3．mK　　I481 0．0045（0．0083）377 一0．㎝98（0－0213）
鰍 1．1室 475 0．0456 262 0．1325

2．2室 837 0．0303 519 O．0蝸5
3－3室 501 0100360．3066432 一0．00950．3725
4．4室 283 一0．0831 278 一0．0879
5．5室 110 一0．1154何相蘭147一0．1190何相囚
6．6室 42 一0．2610係数 57 一〇．1608係数
7．7　’ 9 一0．1861（0．1431）15 一0．2400（0．1322）

涜き同1．あり 937 0．00680．0116938 0．00400．0089
2．ナ 1320一0．0048｛0．0137）772一0．0049（0．㎝74〕

床の同1．床の同だけ1008 0．05870．2358548 O．16990．4189
仏竈 2．仏竈だけ67 一0．1770 73 一0．2490

3．両方あり933 一0．0515 963 一0．0906
一 4． 249 0．㎝28（0．1706）126 0．0982（皿2678）

収納 1．1■ 12 0．0688 13 一0．0168
2．2■ 76 一0．00360．083065 一0．00740．1610

面利 3．3■ 285 0．0109 136 0．0595
4．4■ 459 一0．0018 248 0．08η
5．5■ 430 一0．0142 286 一〇．0055
6．6昼 328 0．0004 283 一0．0016
7．7畳 232 0．0186偏相困200 一0．0539偏相蘭
8．8■ 168 0．0130係数 165一0．0734係数
9 267 一0．0127（0．0364）314一〇．0135（O－1006）

便所の1．1階のみ12610．00420．0096862 0．02050．0413
996一0．0054（0．0136）848 一0．0208（O．0422）

サンブルスコア平均一0．0960H0．0163一0．0872←一・0．m1

判別的　中　率 67．5Z 69、眺

サンプル籔・相蘭比2257　　　0．33511710　　　　0．4453

で用いている説明要因では，高齢者1人同居と2人同居

の場合の住空間の差異を明解には説明することができな

い。

3．5　まとめ

　これまでの高齢者同居家族の居住する住宅と核家族が

居住する住宅の違いについての様々な検討から，同居住

宅は非同居住宅に比べて次のような特徴的な傾向を持つ

ことが明らかになった。

　まず，第一の点は，延床面積や居住室数の規模の点で

同居の方が非同居に比べて，より大きい傾向があること

表3－7　高齢者1人と高齢者2人の住宅の要因分析結果

外　的　基’準 高舳者　　　高齢者
1人同居←→　2人同居

アイテムカテゴリー臓 カァゴリー レンジ
スコア

敷地 1，100㎡未満 56 O．0682
2，100～120㎡ 78 0．0078

面租 3－120～140㎡ 77 0．0384 0．0962
↓140～160㎡ 85 0．0308
5，160～180㎡ 157 0．0626
6，180～200㎡ 148 O．0179
7，200～250㎡ 376 一010247 偏相関
8－250～300㎡ 285 一0．0280 係数
9，300㎡£ 877 一0．0060 （010543）

延床 1．90㎡未満 52 一0．1886
2．90～100㎡ 60 一0．0539

面穏 3，100～110㎡ 118 一0．0343 0．2529
4，110～120㎡ 202 一0．1060
5，120～130㎡ 257 一0．0328
6，130～140㎡ 268 0．0173
7，150～160m〒347 010059 偏相閲
8，160～170㎡’383 0．0292 係数
9，170㎡’ 452 0．0643 （O．0990）

居住室1．2室未満 4 一〇．2977
2，3室 19 0．0943

の室数3．4室 84 0．0575 0．3930一
4．5室 352 0．0239
5．6室 627 0．0112
6．7室 627 一0．0018
7．8室 290 一0．0442 偏相関
＆9室 121 一0．0688 係数
9．10　’ 15 0．0953 （0．0612）

Lの 1．洋室 1526 0．0162 0．0564
2． 613 一〇．0402（0．0501）

Kの 1．嚇立型 604 一0．0037 0．0071
形式 2．D鯉 1099 0．0007

3．LDK　　， 436 010034 （O．0052）
徽 1．1室 207 一0．0657

2．2室 551 一0．0079
3－3室 560 0．0191 0．0996
44室 422 0．0149
5．5室 254 一0．0156 偏相蘭
6．6室 113 0．0339 係数
7．7　’ 32 0．0332 （0．0465）

続き間1．あり 1385 0．0216 O．0612
の仁 2．デし 754 一0．0396 （0．0487）
床の間1．床の閻だけ 432 0．0530 0．0861
仏垣 2、仏幻だけ 107 一0．0231

1両方あり 1483 一0．0187
‘ 4． 117 0．0629 （0．1624）

収納 1．1丘 10 O．2539
2．2■ 56 一0．1136 0．3675一

面積 3．3畳 126 0．0596
4，4■ 234 一0．0346
5．5丘 344 一0．0437
6．6丘 356 一0．0002
7．7■ 280 一0．0015 偏相閲
8．8■ 243 0．0251 係数
9．9　’ 490 0．0282 （0．0622）

便所の1．1階のみ 991 一0．0313 O．0583
、 1　　2 1148 0．0270 （0．0796）

サンプルスコア平均 一0．0153　←一・　O．0215

判別的中率 57，6Z

サンプル数・相関此 2139　　　　0．1917

である。平均値の比較では，延床面積で24㎡，室数でO．9

室の開きがある。このような規模の違いは，林式数量化

II類の分析結果にあるように，同居・非同居の判別の場

合には，大きな説明力を持つ。また，これらの規模の違

いに関しては，居住人数が同じ場合でも，同居と非同居．

の問に存在することが確認された。

　第二の点は，和室数や床の問・仏壇の有無に関して，

同居の方が非同居に比べて，和室数が多く，仏壇の保有

率が高い傾向があることである。また，床の間と仏壇の
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 両方がある確率も高い。この点は，同居・非同居の判別

 において，規模要因に次いで大きな説明わを持つ変数で

 ある。また，居住人数が等しい場合の同居・非同居の判

 別に関しては，規模的な要因以上に，より大きな説明力

 を持つものである。このように同居の場合に和室数が多

 いのは，高齢者の居室がほとんどの場合に和室としてと

 られていることに関係していると思われる。この点に関

 しては，高齢者の住まい方を含めたより詳細な検討が必

 要である。また，居住室全体に占める和室数の割合と続

 き間の出現には相関がみられ，同居住宅の場合，非同居

 に比べ続き間のある確率が高いことが明らかになった。

 しかも，地域別分析の結果からみて，延床面積と居住室

 数，和室数と続き間の有無および仏壇の保有の傾向に関

 する同居住宅と非同居住宅の違いは，当該住宅の存する

 地域にかかわりなく共通する特徴である、また，これら

 以外のLの和洋，収納面積，便所の設置位置の傾向に関

 しても，同居住宅と非同居住．宅で差異が認められた。

 4．高齢者同居家族の住まい方の特性

 4．1　調査の概要

 　高齢者同居家族の居住実態と平面形を把握するため，

 高齢者同居家族を対象とした住宅と居住に関する実態調

 査を実施した。調査の方法等は，表4－1に示す通りで

 ある。なお，ここでいう高齢者同居家族とは，ほぼ同じ

 形状のプランが積層したり隣接する「二世帯住宅」に居

 住する家族ではなく，住空間が完全には分離されていな

 い一体的な同居形式をとる家族である。

 　調査対象としては，近年に戸建住宅を新築した高齢者

 同居家族とし，戸建住宅の新規建設の中で大きな割合を

 占める住宅金融公庫の融資を受けた住宅（以下，公庫住

 宅）と，コマーシャリズムの強い民間ハウスメーカー（以

 表4－1　調査概要

 公庫住宅

 調 1987～1989年に新築された〕
 査 供世帯が居住するもの
 対
 象 住宅金胆公庫の融資を受けた

 住宅

 方 あらかじめ平面図の入手でき
 法 ト調査票を輸送配付・回収

 期  1992年3月31日～4月10日
 固

 口 回収総数　　　　65件
 本  ・一体的同居　　蝸生
 数  ・二世帯住宅型同居　　6件

 ・不明・非該当　　　10件

 ハウスメ…か一住宅

 1987～1989年に新築された戸建住宅で、高齢者とその子

 ハウスメーカーによる注文設計
 の住宅

 あらかじめ平面図の入手できた世帯に対して、アンケー

 1990年3月3旧～4月10日

 回収総数　　　　　86件
 ・一体的同居　　　並性
 一二世帯住宅型同居　12件
 ・不明・非該当　　　　8件

 下，ハウスメー力ー住宅）の商品住宅（この場合，いわ

 ゆる建売り住宅ではなくすべて注文住宅である）の両者

 について調査を実施した。前者は，戸建住宅の建築動向

 の中での一般的な傾向を把握したいためであり，後者は，

 進取性の高い動向を把握したいためである。

 4．2　調査対象の基本特性

 一本研究の分析対象

 4．2．1　調査対象家族の特性

 　まず，家族人数に関しては，公庫住宅の場合，5人世

 帯が約半分を占め，平均5．26人である。これに対し，ハ

 ウスメーカー住宅では，6人世帯が約4割を占め，平均

 5．36人である。

 　居住する家族のライフステー一ジについては，高齢者同

 居家族の場合，核家族とは異なり3つの世代から構成さ

 れることが一般的であり，これら3者の違いをみる必要

 がある。そこで，一番上の世代（以下，老親）について

 は，夫婦か単身か，単身の場合には男か女かで区分する

 ことにした。真ん中の世代（以下，子夫婦）については，

 夫の年齢で判断することにし，一番下の世代（以下，孫）

 については，長子の年齢で区分することとした。四世代

 から構成される場合には，老親世代の区分でその他とし

 て分類している。

 　以上の区分をもとに，調査対象家族を分析すると，ま

 ず老親については，公庫住宅・ハウスメー力一住宅とも，

 夫婦が約4割，単身男が1割弱，単身女が約5割という

 結果であった。両者の間には大きな違いがない。四世代

 は公庫住宅に3イ列ある。しかし，子夫婦の年齢は，公庫

 住宅の場合，30代後半から50代前半まで均等に広く分布

 しているのに対し，ハウスメー力一住宅の場合は，30代

 後半から40代前半が中心で約6割を占め，比較的若い世

 代が多い。孫の年齢は，子夫婦の年齢と相関し，公庫住

 宅の場合は，中学生以上が約5割，しかも18歳以上が3

 割を占めるのに対し，ハウスメー力ー住宅の場合は中学

 生以上は約3割である。老親の属性に大きな違いはない

 が，ハウスメー力ー住宅の方にライフステージのやや若

 い家族が多いといえる。（表4－2）

 　老親に対して娘同居なのか息子同居なのかについて

 は，公庫住宅・ハウスメーカー住宅ともに娘同居が1／4を

 占めている。その他は，公庫住宅の場合は夫婦養子，ハ

 ウスメー力ー住宅の場合は子夫婦双方の親が同居してい

 る事例である。同居の理由は、公庫住宅の場合は子夫婦

 の結婚を機にするものが4．5割あるのに対して，ハウスメ

 ーカー住宅は約3割で老親の健康問題や片親の死亡等を

 理由とする同居が多い。同居年数は，公庫住宅の場合は

 3年以上20年を超えるものまでほぽ均等に分布している

 のに対してハウスメー力ー住宅の場合には2年以下のも

 のが半数以上を占めており大きな違いがある。（表4－3）
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表4－2　対象家族の家族人数とライフステージ

　＿　　　　　　　　　　　（）内：％

カテコ’リー公口住宅 州外か住宅

3　人 2（4，1）
家族

2（3．0）
4　人 5（10，5）9（13．6）
5　人 24（49．0）23（34－8）

人数 6　人 15（30，6）27（40．9）
7　人 2（4，1） 5（7．6）
8　人 1（2．0） 一（一一）

老 夫婦 20　（40．8）28（42．4）
単身男 4（8．2）

親
6（9．1）鰍 22（44．9）32（48．5）

その他 3（6．1） 一（一一）

子 20歳一 一（一一）
夫

4（6．1）
ラ 30－34歳7（14，3）13（1孔7）
イ 婦 35－39歳11（22．4）20（30．3）
フ 世 40－44歳9（18．4）18（27．3）
スー帯 45－49歳11（22．4）7（m．6）
ア 主 50－54歳8（岨3）I 1（1．5）

年 55－59歳　　ユ2（4－1） 1（1．5）
ジ 齢 60歳 1（2．0） 2（3．0）

孫なし 5（10．2）
孫

8（12．1）
一5歳
6－1巖

5（10．2）12（18．2）
年 14　（28．6）25（37．9）
齢 12－17歳9（1＆4）13（19．7）

18歳 15（30．6）7（10．6）
不明 1（2．O） 1（1．5）

　老親の健康状態は，男性についてはハウスメーカー住

宅の方が元気老人が圧倒的に多く，公庫住宅には多少不

安なものが多い。先のライフステージの分布と対応して

いると思われる。しかし，女性については大差がない。

（表4－4）

4．2．2　調査対象住宅の特性

　住宅の延床面積については，150似㎡以上の住宅が公庫住

宅は4割弱，ハウスメーカー住宅は5割弱を占める。公

庫住宅の方が120㎡味満の住宅がやや多い。

　住宅の室数については，公庫住宅では7・8室が6割

強を占めるのに対し，ハウスメーカー住宅では5室から

9室まで広い範囲に分布している。

　住宅の間取りについては，従来から服部研究室で用い

ている分類方法文2)によれば，公庫住宅の場合には，続き

間型が圧倒的に多く約7割を占める。各室アクセス型は

約2割である。これに対してハウスメーカー住宅の方は，

各室アクセス型が過半を占め，これにLホール型を加え

ると全体の7割に達する。続き間型は約1／4である。この

ように間取り形式において両者の間には大きな違いがあ

る。これと関係して，和室数の分布をみると，公庫住宅

では4室以上が約5割を占めるのに対して，ハウスメー

カー住宅では2室以下が2／3を占め，対照的である。

（表4－5）

表4－3　対象家族の同居関係

（）内：％

カテゴリー公庫住宅 ハ榊ヰ住宅

同 娘同居 11（22．4）17（2i8）
居 息子同居 37（75．5）47（71．2）
子 その他 1（2．0） 1（1．5）

不明 一（一一）1（1．5）

子世帯の結婚22（44．9）20（30．3）
孫の竈生 3（6．1） 5（7．6）

同 孫の成長等 2（4，1） 4（6．1）
居 老親の退峨等1（2．0） 7（10．6）
理 老親の胞豪等8（16．3）13（1孔7）
由 縦

3（6．1） 6（9．1）
その他 3（6．1）11（16．7）
不明 7（14－3）一（一一）

～2年 2（4．1）35（53．O）
同 3～5年 12（24，5）5（7．6）
居 6～10年 10（20．4）9（13．6）
年 11～15年 7（14．3）8（12．1）
数 15～20年 10（20．4）3（4．5）

21年～ 6（12．2）5（7．6）
不明 2（41） 1（1．5）

表4－4　老親の健康状態

（）内：％

公庫住宅 ハ嚇ヰ住宅
燃

男性 雄 男性 雄

元気多少不安病気がち16（64．0）7（28，O）2（8，0）34（75．6）8（17．8）2（4，4）30（85，7）3（8．6）2（5．7）42（72．4）13（22．4）3（4，5）

表4－5　対象住宅の特徴

　　　　　　　　（）内：％

カテゴリー公庫住宅 ハ榊ヰ住宅

延床面税

居住室数

固取りタイプ 一（一一）3（6．1）11（22－4）33（肌3）1（2，O）1（λ0）

和室数
1室2室3室4　室5室6　室15（22．7）29〈43．9）16（24．2）4（6．1）2（3．0）一（一一）
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 4．3　家族個々人の行動と場所性の把握

 　本研究では，高齢者同居家族の住まい方の特性をなる

 べく精緻に把握するため，『各入の様々な生活行為がどこ

 で行われているか，また行為に関係なくある時間を過ご

 す場所がどこなのか』に着目して検討を進めるものとす

 る。
 　前者の生活行為に関しては、従来の研究では，あらか

 じめ空問（部屋1居間・子供部屋・寝室等）を指定して，

 その場でどのような行為が行われるかの調査が多かっ

 た。しかし，本研究では，研究者側がアプリオリに空間

 指定をすることをあえて避けるものとする。なぜなら，

 家族各人の生活行為と空間の対応は，各人の主体性や家

 族構成員相互の関係性によって決まるものであり，あら

 かじめ設定し難い任意な広がりを持つ可能性があるから

 である。特に，本研究の対象のように三世代以上の多人

 数によって構成される家族では，家族構成員相互の力関

 係が各人の行動に大きな影響を与えるこ一とが予想され

 る。
 　また，後者に関しては，住空間で能動的な生活行為が

 常に行われているとは限らないからである。『何をなすで

 もないが，過ごす空間（存在するための空間）』ともいう

 べき場所があるはずである。特に，1日中，住宅で過ご

 すことの多い高齢者にとっては重要な視点である。

 　そこで，本研究では，各人の①生活行動とその場所性，

 ②ある時間とその時の存在場所という2つの視点から分

 析を進めるものとする。

 　①のための指標として取り上げる生活行為は，図4－

 1に示す7項目である。これらの行為はその内容によっ

 て，＜対外行動＞，＜（家族の）共行動＞，＜個人行動＞の

 3つに分類することができる。このうち，＜対外行動＞に

 ついては，家族全体として客（対外的）に対応する共行

 動として行われる場合もあり得るが，高齢者同屠家族の

 場合は老親と子世帯（子夫婦と孫）の個人行動として行

 われることも大いにあり得る。そこで，両者の別に「3

 －1・3－2客を通す場所」を特定している。

 　②については，老親については「8．日中を過ごす場所」

 と「9．夕食後に過ごす場所」，子世帯については「10．夕

 食後に過ごす場」所を特定している。

 　以上の点について，家族個々人の行動が住宅内のどの

 場所と対応しているかをプロットしていくと，図4－2

 のようになる。
 　このプロット図を分析すると，①の＜共行動＞の「1．

 食事」と，＜個人行動＞の「7．就寝」の目的的な行動の場

 所については全サンプルで共通性があるが，その他の点

 については，幾つかのパターンが認められる。特に，老

 親と子夫婦の①の＜対外行動＞および＜個人行動＞の

 　「6．書きもの・読書・勉強の場所」と，②の老親の「8．

 ■家族梢成目と行動との関係
 ・…　　　＜P1、親

 　　　　　　　　　　　　　　　　　P2

 ・　・＜；1蓑

 G　　・一＜l1二孫

 　　　　　　　　　　　　　．．．．．．竺．

 G　　　　　　F　　　　　　　P
 幽←呂1

 　　　　　　●1食事　　　　●6■きもの・読■・勉強
 　　　　　　●2団らん　　　●7就寝
 ●3接客
 　3－1親の客を　　　　　●4小さな子供の
 　　通す　　　　　　　　遊ぴ
 　3－2子世帯の　　　　　●5アイロン掛け
 　　客を通す

 ■ある時閻とその時の　　08老　親：日中過ごす場所
 　場所　　　　　　　　　09老　親：夕食後邊ごす場所
 　　　　　　　　　　010子世帯：タ食後過ごす場所

 図4－1　家族個々人の行動と場所性

 日中過ごす場所」と「9．夕食後過ごす場所」および子世

 帯の「10．夕食後に過ごす場所」と居間ビング・茶の

 問と呼ばれる空間（以下，L空間とする）との関係性か

 ら，図4－2に示す分類が可能である。これらのパター

 ンはその内容から，a．L融和型，b．L市場型，c．L空洞

 型，d，L占有型／親，e．L占有型／子の5つに分類でき

 る。その特徴は，表4－6に示す通りである。この分類

 を『共領域での行動パターン』と呼ぷことにする。

 　また，このパターンは，家族構成員の特に老親と子夫

 婦の寝室や私室（以下，私空間とする）と関係性を持っ

 ている。a．L融和型の場合には，私室は単に寝るためだ

 けの空間として存在している。b．L市場型の場合には，

 老親の私室は寝る行為のほかに，日中を過ごす場所や，

 書きもの・読書の場としても使われている。この意味に

 おいて，老親は拠点的な居室を持つといえる。一方，子

 世帯の方は，子夫婦の寝室や別の部屋がサブ的なL空間

 として使われ（以下，サブL化という），ここで子夫婦と

 孫の団らんや書きもの・読書・勉強が行われる。このサ

 ブL化は，特に住宅規模が大きく居室数が多い場合に現

 れやすい。d．L占有型／親の場合には，子世帯でサブL

 化が起きやすい。反対に，e．L占有型／子の場合には，

 老親は拠点的な居室を持つ。（図4－3）

 　公庫住宅とハウスメー力ー住宅で共領域での5つのパ

 ターンがどのように起きているかをみると，表4－7の

 ようになる。公庫住宅ではL融和型が半数（24例）を占
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表4－6 共領域での行動パターンの特徴

・老親は日中、
・夕食後、老親

a．L融和型 ・老親・子世帯’
通の客固に通
・書きもの・諦
・私室は寝るた
以上の詰果とし
る状態

L空閻で喰事
の交流がある
一老親・子世帯’

b．L市場型 通の客同に通
・老親は日中、
・夕食徽ま、老
る。

・書きもの・読＝
以上の詰果とし
時の老親・子世
状態

L空固では食．
・老親一子世帯1

c．L空洞型 1される。
・夕食徴ま、老
る。

・書きもの・諦
以上の繕果とし
らともに使われ．

L空同では食．
・夕食後、L空旧

d．L占有型／ のいすれ力一’
親 げる。

L空圃を占有
れる狐他方の

e．L占有型／ L空固を占有
子 をL空閻て術1

以上の繕果とし’
カー方に、占郁

　老親は日中、L空固で過ごす。
　夕食後、老親・子世帯ともにL空間で過ごす。
　老親　子世帯それぞれの客は、L空閻または共
　通の客固に通し、私室に通すことはない。
　書きもの読書等もL空閻で行われる。
　私室は寝るためだけに使われる。
以上の詰果として、L空間が融和的に使われてい

　L空閻で喰事や団らんが行われ、老親と子世帯
　の交流がある。
　老親子世帯それぞれの割ま、L空圃または共
　通の客同に通し、私室に遍すことはない。
　老親は日中、私室で過ごすことが多い。
　夕食徴ま、老親・子世帯各自の私室に引き上げ

　書きもの読書等は私室て術われる、
以上の詰果として、L空固が市場のように必要な
時の老親子世帯の交流の場として使われている

　L空間では食事が中尤曲に行われる。
　老親子世帯それぞれの客は、各々の私室に通

　夕食徴ま、老親・子世帯各自の私室に引き上げ

　書きもの読書等は私室で行われる、
以上の繕果として、L空閻が老親・子世帯のどち
らともに使われず、空洞化している状態

　L空間では食事が中尤曲に行われる。
　夕食後、L空間で過ごす剛ま老親または子世帯
　のいずれカー’方である。他方は、私室に引き上

　L空圃を占有している方の客は、L空間に通さ
　れる狐他方の客は私室に通される。
　L空固を占有している方は、書きもの・読書等
　をL空固で行う力、他方は私室て布う。
以上の繕果として、L空圃が老親・子世帯どちら
カー方に、占有的に使われている状態

表4－7　対象住宅の特徴

カテゴリー 公庫住宅 ハ榊ヰ住宅

a．L融和型 24（49．0）17　（25．8）
b．L市場型 1（2．0）11（16．7）
c．L空洞型 6（12．2）8（12．1）
d．L占有／親 5（10．2）9（13．6）
e．L占有／子 13（26．5）21（31．8）

〈共用空同＞ 〈私空固＞

a．　L融和型

・・1・市場型

・・1・空洞型1

d．

e、

』有型

一　　　　　．寝室領域のみ＝

■■■■一」H子（サブL化）1

　　　！　．．．．．．．．．．．．．．．．
　　　！一親拠点的居室＝
　　　1　」一一一一一一一……1

　　　　　i　　・　　・　　・　　・　　・　　・　　・　　・　　・　　・　　…　　　　　　　．　　　　　　　　　　　●　　　　　子（サブL化）1
　　　　　　　　　　　1　　　　　．　　・　　…　　　　　　　　　　一　　・　　・　　一　　■　　一　　一　　一　　I■　　　．

］パ撒竺芒1

図4－3　共領域での行動パターン

4．4　共領域での行動パターンと家族特性および住宅

　　　　特性との関係

（）内：％

め，次いでL占有型／子が13例（26．5％）ある。L市場

型は，1例に過ぎない。ハウスメーカー住宅では，L占

有型／子が21例（31．8％）と最も多く，L融和型が17例

（25．8％）とこれに次ぎ，L市場型も11例（16．7％）と

少なくない。L空洞型とL占有型／親はいずれの場合に

も1割程度であった。

　公庫住宅とハウスメー力一住宅では共領域での行動パ

ターンの分布に差異が見られたが，これは両者の家族特

性および住宅特性の差異と関連していると考えられる。

しかしながら，両者のサンプル特性の大きな違いは，公

庫住宅にはライフステージの進んだ続き間型の間取りに

居住する家族が多く，ハウスメーカー住宅にはライフス

テージの若い各室アクセス型の問取りに居住するものが

多いという一点1であり，両者のサンプルを補完すると様々

な状況にある高齢者同居家族と住宅がほぼ均等に捕捉で

きると考えられる。そこで以下の分析については，公庫

住宅とハウスメー力一住宅のサンプルを総合した結果に

ついて報告する。

4．4．1　共領域での行動パターンと家族特性との関

　　　　　　係

　共領域での行動パターンと家族特性との関係について

分析すると，ライフステージとの強い相関性が認められ

る。（表4－81）

　同居年数が浅く，子夫婦の年齢が若く，かつ孫が小さ

く，老親が夫婦そろっていて元気な場合には，L占有型

／親，L市場型，L空洞型のパターンが現れやすい。こ

のライフステージでは，子夫婦に比べて老親の力が強レニ
　　　　　　　　　　　か，または両者の力関係が拮抗するためと考えられる。

　これに対して，孫が学齢期で子夫婦40歳代の場合には，

Lは子世帯に占有的に使われる事例が多く，L占有型／

子のパターンが多い。特に老親が単身の場合や健康的に

弱化している場合にこの状況が強く現れる。このライ7
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表4－8　共領域での行動パターンと家族特性との関係

a．L縢和型h　L市場型c．L空洞型↓L占有／親e．L占有■子

夫 蝿7 41112㌶1 9：1021三2 6181脳2 4131 91眺5
老

5110212
単身男1 44㎝■一　　1■一1 1122㎝1 1：11㎝‘親単身女

1133㎝
1｛10：244伽一212 螂1 112 6三2 414 7一一151213眺その他2 ’　　一2舳 一■　　．一■

1 1　　■13泌1 一1一■一■　　■’■
1子20歳一’■　　■　一■’11125、’一　　一一■一2125㎝■夫30－34歳

11125Z2 2142㎝1 5163㎝1
35－39歳

3142㎝2 11315一1剣 g1165以
21315一7

一l11 8 2 31516一2 　11＝31㎝一世40－44歳
6162㎝4 2162跳■3：311一■212 7、’45－49歳

41
帯 415、521 71124侃3 528 1 111 眺3 一　　131泌1

50－54歳
11211、4主

3173眺5 1166〃一一1’1 ■一1’一’一1一1年55－59歳 一133跳2 1　　■267一■’　　．1 ■1 ’　　■1 一■一　　一1 一1蛉60歳一 11 1113孤1 26篶1 一1I ■一一1一一一一11 一一1113泌
■孫孫なし2 3153眺1 一　一一’■

21
一5歳 215一2 11

　I2＝
32“1 21

年 　141
32泌2 424三1 52眺一　13131跳1 　12＝31跳1

齢 6－11歳 　11：2 2Z8 61143眺■515i3一2 113 跳2 3151831 2101121泌
12－17歳 627一■212 眺1 112 眺’3131似5
18歳一

41941一8 31－15㎝一一1一‘3 一1314Z一一1■一4
不明

41836一1 ■　　■15㎝一■　　一’■一11150一■’　　一1 ’■‘　　一一’
■一2年1 6171眺一6j61眺1 5j51似1 51616一

同 3－5隼4 1152銚1 1121刎
一13113湖1 ＿　11 6、 11

居 42銚
6－10年

2131 52眺5 84以一111 5一3 21526三1 31421一1 ’　　一1 5一年11－15隼4 31747一一2121眺一一11 1 一一1 一数16－20隼
31640一5 1　　■53眺1 111 跳2 1132泌■一　　■一3 11431一21年一4 31764一一一1一 1 ＿　一一 1 一11 ’2

不 明 11 2143眺1 267一’■　　1’ ’■　　1’ 1 一　　一一■1 ■　　113㎝
公障住宅とハウスメーカー住宅の合計（、1積舳を10㎝とした場合）
ハウスメーカー住宅
λ㌧古’ト｛公庫住宅

ステージでは学齢期にある子供と子夫婦の団らんが家族

生活の中で中心的であるためと考えられる。

　これよりもさらにライフステージが進んだ家族では，

L占有型／子の場合も多いが，一方でL融和的な家族も

多い。特に同居年数が5年を超える場合や，老親が単身

の場合には，L融和型の事例が多い。同居年数の経過に

よって，老親と子世帯の融和が進む結果と考えられる。

また，この段階の家族では，L占有型／親，L市場型の

事例はほとんどなく，全員が私室にひきこもってしまう

L空洞型が少数ではあるがみられる。この事例は，特に

孫が成人した場合に多い。

　以上のように，共領域での行動パターンは高齢者同居

家族のライフステージと深く関係していると考えられ

る。

4．4．2　共領域での行動パターンと住宅特性との関

　　　　　　係

　共領域での行動パターンと住宅の規模や間取りとの関

係をみると，住宅規模が小さい場合には，L占有型のパ

ターンが現れやすいことが分かる。住宅の規模的な制約

が，老親と子世帯のL空間の共同的な使い方を阻害する

ためと考えられる。規模が大きくなると色々なパターン

が現れ，住宅の規模的な条件が家族の行動に余り影響を

与えないことが分かる。間取りとの関係においては，各

室アクセス型ではL占有／子型が最も多く，続き間型で

はL融和型が多い。この関係は，公庫住宅とハウスメー

力一住宅に分けてみた場合にも認められるが，前者の間

取りタイプはライフステージの若い家族に選択されるこ

との多い間取りで，後者はライフステージの高い家族に

表4－9　共領域での行動パターンと住宅特性との関係

a．L触和型L　L市場型c．L空洞型d．L占有／親e．L占有／子

90㎡一■一1一■一一1■■
1 一113眺1 一113跳1 一113跳

100㎡一1 ’　　■11㎝’l111㎝一’　　1■■
1 3144㎝3 1144㎝

延110m’一4 11556三1 一1■■1 一1111一一11111一一21222一
床120m’一5 2175㎝1 1j214一■一　　■’■■11i 脳1 3142㎝
面130㎡一2 一1215一一3132跳1 21215一1 一11 跳2 3153㎝
煎140m，一2 21431一一1＝　11 跳2 21431一■111 跳2 1j32眺

150㎡一7 81154眺一31 眺1 112 6一2 2141以2 71927一
170㎡一一3 3163跳■2121眺1 2131眺一111 6一2 21425一

■ 14室 ’2j238 ■一　　■’■1 1j23跳1 1j23挑■一　　一■■居 5室 1 1121跳一111 眺一1：1 ㎝一3132〃1 31436一
住 6室 4 21625一1 3141〃■212 跳1 112 跳2
室 7室

8110螂
1041M41三■31 眺2 2141以2 113 眺6 41102銚

数 8室 6 51125㎝’212 跳2 ■　　■2 ㎝1 112 ㎝2 41625一
9室 3 2153跳一2121眺1 21320三’2121跳2 11320％
10室 ■一　　一’■1 ’　　一■■1 ’　　一■■1 ■　　一■一■1：110㎝

■間嚇一1鯉一一　　一’■I 1　　1■一一■　　一■一’　’11110㏄■一1一‘取Lホー乃型1 21215三一3132秘1 11215一1 2132跳1 2132跳
り各室ア惚4 811226一一414 眺3 5j817一■5j511一
タ疏き圃型

413117洲
1961255㎝1 4131㎝2 214 8一4 1151㎝7 411122完

イ伝統型1 ■　　一13眺1 ‘　　．■■一■　　一■一’■　　■■一■2126洲
プその他■1115㎝一＿　一■一‘＿　■■一■＿　’一’1 一　一15㎝

■公原住宅とハウスメーカー住宅の合計（一：積軸を100北した場合〕
ハウスメーカー住宅

凸五㌧’伜■■

　公原住宅とハウスメーカー住宅の合計（一積軸を100北した場合）

凸公庫住宅

選択されることの多い間取りであるとも考えられるの

で，必ずしも明確な相関関係があるとはいえない。

（表4－g）

4．5　まとめ

　高齢者同居家族の住まい方に関して，『家族構成員各人

ク）様々な生活行為がどこで行われているか，また行為に

関係なくある時間を過ごす場所がどこなのか』に着目し

た分析の結果から，各人の行動とL空問との関係性にお

いて，共領域での行動パターンとして，a．L融和型，b．

L市場型，c．L空洞型，d，L占有型／親，e，L占有型／

子の5つの型が見いだすことができた。

　この共領域での行動パターンは，高齢者同居家族のラ

イフステージと強く相関している。本研究の結果は，直

接には様々なライフステージの段階にある高齢者同居家

族の共時的な断面を示したものであるが，孫の成長や老

親の夫婦から単身化はどの家族においても通時的に起こ

り得る変化であり，ある1つの家族の時問経過の中でこ

のような住み方の変化が起こり得ると考えることが可能

である。すなわち，ライフステージの変化－老親の身体

的弱化および夫婦から単身への家族構成の変化や孫の成

長－によって，老親と子世帯の力関係が変化し，その結

果が家族個々人の行動に影響を与え，住み方も変化する

という解釈である。もしこのような通時的な解釈が可能

であるなら，ライフステージの変化と住み方の関係を図

4－4のように模式的にとらえることができる。この、点

において，本研究は高齢者同居家族のライフステージの

変化と住まい方との関係を示すことができたといえる。

　夫婦とその子供からなる核家族の住宅計画において

は，子供の成長変化に対する住宅平面の可変対応等が中
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：〈同居成立段階＞
1老親：夫婦
1　　　壮健
：孫　：乳幼児1】1ピ司…司

1　　　　　　　　　／

＝〈孫成長段階〉
1老親：単身化
1孫　：成長・学齢期
1　　　」捕型・子

1機肝1

1　　［≡二亙

1　孫：成人に　　　　　　　：

　表5－1年齢分布

＜高齢者＞

76－8081－85歳

〈大学生＞

61－6566－70

4

71－75

8 4人

一20

1

21－25歳

9人

図4－4　高齢考同居家族のライフステージと住み方の関係

心的な課題であったが，高齢化社会の住宅計画において

は，このような高齢者を含んだ家族のライフステージの

変化や，住まい方の変化に対応した住宅計画の在り方を

構築していくことが必要である。本研究はその第一段階

をなすものであり，計画的な提案は，今後の課題として

残されている。

年軌図形’D一を擁せ単鈍図形’E’を擁辿
〈実敷風景〉

図5－1　EFT質問（部分）
　　　　　＊知覚傾向が場依存型であるかどうかの指標

　　　　　　に使用。側壁より高さ65cm・水平間隔65cm

　　　　　　の位置に左右10×2本突出。色は床・側壁と

　　　　　　同じ。

　コー又1コース型は障害物により直線と蛇行（規則

　　　　　　的なものと不規則なもの）を強いる3種類，

　　　　　　コース幅は50cmと70cm，以上3x2＝6

　　　　　　通り。

3）手続き

生理実験（ランドル環による視力測定，埋没図形テス

ト（以下EFT：図5－1）を行った後，グループ（5人

～12人），コース型ごとに順次1人ずつ歩かせた。被験者

には障害物を確実に避けられる速度で歩くよう指示し，

ビデオ等により記録した。

5．高齢者の障害物を避ける歩行動作の特性

5．3　実験結果

5．1　研究の目的

　高齢者が歩行途中の通路上の障害物を回避できない原

因には，その個人の状態・能力と，その空間の在り方が

考えられる。本研究では，原型的な通路空間を設定し，

障害物との接触に至る通路空間側の物理的要因と被験者

側の生理的要因について考察し，高齢者の歩行動作特性

における基礎的データを得ることを目的とする。

5．2　研究の方法

1）被験者

　歩行に差し支えの無い健康な60歳以上の高齢者30人と

大学生10人。年齢構成は表5－1の通りである。

2）装置

　通路空間：距離9m・幅1．8m・側壁高1，8m・天井高

　　　　　　2．4m，上部以外を白い布で覆う。

　障害物：直径10cmの円柱状。長さは6種で型ごと

以下の分析は1列目から8列目までの障害物を対象と

している。

5．3．1　接触回数とコー一スの特性との関係

図5－2はコース型ごとの障害物との接触発生の回数

とその割合を示したものである。その結果から，①接触

はコースの前半に多いこと，②蛇行するコースでは転回

の内側で接触が多く起こること，③確実に中央付近を通

る人と最短距離を歩こうとする人が多いことの3点が明

らかになった。

　次に，コースの物理的要因（コースの幅と型）の影響

について分析した。高齢者30人の接触回数の合計を外的

基準，コースの幅と型をアイテムとし，数量化I類で計

算をしたところ，コース型のレンジの1．5に対して，コー

ス幅のレンジが10．7となった。この結果から，①コース

型は接触に対して影響をほとんど与えないこと，②コー

スの幅が接触に村して大きく影響を与えることが分かっ
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図5－3　障害物の難易度（単位cm）

表5－3　難易度の分布

不規則㌶レ

　蛇行

図5－2

12010020

コース型と障害物の接触分布
＊円の面積が接触の割合・数字は接触回数
　（60歳以上の被験者のデータより）
＊コース幅50cmと70cmの区別はしていない

難易度本数

0（c聰）

5（c■）

10（c■）

15（c□）

30（c■）

32本

24本

20本

24本

12本

表5－4　接触した被験者のデータ（年齢順）

表5－2 アイテム（コース幅・型）の数量化1類分析結果

アイテム1訂リー カがリー数量　レンジ　偏相関係数
コース幅1：50cn 3　　5．333 10．667O．982

2：70c皿 3　－5．333

アイテム2訂リー カテゴリー数i　レンジ　偏相関係数
コース型1：直腺 2　　0．667 1．500 0．519

2：規則的2　－0．883
3：不規則2　　0．167

た。このときの重相関係数R2乗はO．96であリ，データ

に対して信用がおける（表5－2）。

5．3．2　接触回数と被験者の属性との関係

　被験者側の生理的要因が障害物の接触に与える影響の

有無を調べるため，年齢・視力・知覚傾向（EFTにより

評価）を要因として取り上げ，それぞれの相関係数を計

算した。なお，相関係数は60歳以上の被験者のデータよ

り計算している。
　その結果，各々の接触回数と年齢，視力およびEFT得

点とのそれぞれの相関は一0.11，0.05，一0.09であり，大

学生に比べて接触する割合が格段に高まるものの，年齢

や視力，そして知覚傾向は接触回数に影響を与えないこ

とが分かった。

5．3．3　接触場所と被験者の属性との関係

　障害物の通過の難易を評価し，被験者の接触における

より深い傾向を見いだすことを試みる。ここで障害物を

擦り抜ける『難易度』に，人が最短距離でコースを通り

抜けるときの人と障害物の先端までの距離（幅）を採用す

ると，すべての障害物は表5－3のように分布した5グ

~F~e ~~t~1~t (~~~E) ~~~ ~: ~~ ~J! 

21 2 (o, o) O. oo O 73 73 3 (O, O, 5･) 1 (O) 1. 66 O. OO l O 

63 3 (o, o, 5) 1. 66 o 

74 1 (5*) 5, oO 1 64 64 l (O) 3 (O, O, O) o, oo o. oo o o 

75 3 (5*, 5, 15*) 8. 33 2 

65 1 (O) o. oo O 76 4(5t, 5, 15) 8. 33 1 

67 5 (O, o, o, o, o) o. oo o 78 1 (5*) 5. Oo 1 

6g 69 2 (5*, 5) 4 (o, o, o, O) 5, oo o. oO 1 O 79 7g 1 (5*) 3(5*, 5*, 10) 5. oo 6. 66 1 2 

71 3 (o, o, 5t, 5*) 2. 50 2 80 2 (5*, 15*) lO. O Z 

83 3 (5, 5, 10) 6. G6 o 73 73 1 (O) l (O) O, oo o. oo o o 

85 5 (O, 5*, 15$ x 3) 12. 5 4 

ホ5o，15oは直腺コースで喉触したもの
＊　「直線接触」とは直腺コースでの接触回数のこと

ループに分類される。例えば不規則でコース幅が50cm

のとき，人の腰幅を40cmにすると，難易度は図5－3の

ようになる。表5－4では接触のあった被験者のみを取

り上げ，接触した障害物を上記の方法で得た難易度によ

り表記し，その数値の平均値と直線コースにおける接触

回数とともに示す。相関係数は60歳以上の被験者のデー

タより計算している。

1）年齢
　比較的高齢の人は直線コースにおいて接触が起こる，

つまり歩行がふらつくことが分かる。また，比較的高齢

の人は難易度の数値が高いところにおいて接触する割合

が高くなる。これを裏付けるものとして平均値と年齢と

の相関は0.71であり（図5－4），比較的高齢の人は蛇行

コースにおいては最短距離で通り抜けず，慎重になるも

のの，歩行はふらつくことが分かる。一方，大学生が接
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 平均値
 （C　m）
 　12

 　060　70　80年齢

 図5－4　年齢と難易度の平均値

 触したところを見ると，蛇行するコースの難易度Oのと

 ころであり，接触者が少ないことからも，接触の原因は

 急ぐ余りの注意不足と思われる。

 2）視力

 　高齢者の視力と難易度平均値との相関は一0.31であり，

 高齢者の視力の悪化がふらつく歩行，もしくは正確な障

 害物の位置の特定にやや影響を与えていることが分かっ

 た。視力によるその他の傾向は認められなかった。

 3）知覚傾向

 　高齢者のEFT得点と平均値との相関Fは－0.02であリ，

 知覚傾向の接触への影響は全く無いことが分かった。ま

 た，その他の傾向も認められなかった。

 5．3．4　実験順位の影響

 　この実験では，すべての人が同じ順番で6種類のコー

 スを2回のもの1つを除いて1回ずつ，計7回の試験を

 行った。順番は容易に接触を避けられると想像されるも

 のから行い，3回目と7回目は，同じコースで行われた。

 コースの様子は実験直前まで隠されているため，最初の

 コースとそれ以降のコースの実験の間に，そして2回実

 験されるコースの1度目と2度目の間に，何らかの違い

 が出てくるのではないかとの仮説をたて，数量化I類に

 より計算を行った。この際の外的基準は高齢者の接触回

 数の合計であり，アイテムはコースの幅・型・実験順

 位注4)・実験経験注5）の4つとした。

 　計算の結果は表5－5の通りである。これより，経験

 表5－5　アイテム（コース帽・型・実験順位・実験経験）
 　　　　の数量化1類分析結果

 ~~' t]-:~l  ~t  b~a" ';~ti  V ;/ ~;  ~ ~~~B~~(~t 

 7d ~7A 1  1 : 50cn  4  5,, 143  12. OOO  o. 997 
 :1 -;~~  2 : 70cn  3  -6,, 857 

 1 d ~7A 2  1:~~  2  -O, 786  1. 500  O. 791 
 :1 -;~~!  2 : ~~~t]~,  2  -o . 286 

 3 : ;F~~:Il  3  O,, 714 

 y4.~A 3  1:~~7  l  3, 429  4. OOCI  O. g40 
 ~~~~~i  2:i~iL~u~  6  -O, 571 

 74~TA 4  1:~~~~  6  1, 500  10. 500  O. gg2  ~~~  2:~~~D  1  -g. OOO 

 の有無が接触回数に大きく影響していることが分かる

 が，この2回の実験の間には3回の実験があるので学習

 による影響等も含まれていると予想され，経験の影響を

 ここで評価することは難しい。一方，実験順位がやや影

 響を与えていることが分かり，以上のことから実験の繰

 り返しは，接触回数に何らかの影響を与えており，今後

 高齢者の適応を考える際の課題になると考えられる。

 5．3．5　実験結果のまとめ

 ①接触は前半に多く，コースの中で学習が起こってい

 　ることが窺える。また，多くの人は最短距離の道筋か

 　らコースの中央付近の間で進路をとる傾向にある。さ
 　　　 　らに迂回の有無，形は高齢になるほど，接触への影響

 　が下がるが，コース幅では影響が増す。

 ②接触回数と年齢とは余り関係がなく，むしろ歩行の

 　際に起こる身体のふらつきに1よる接触が年齢が高くな

 　るに従って増えている。また，視力も同じような傾向

 　を示していることから，対象物の正確な特定がしっか

 　りとした足取り，もしくは正確なコースの認識につな

 　がると考えられる。

 ③転回する際の内側に接触する割合が年齢とともに減

 　ることから，高齢者の慎重さ，近道をしないという意

 　識が表れているように考えられる。

 ④繰り返しの試験が危険の少ない歩行に結び付いてい

 　る可能性がある。

 5．4　高齢者の住空間への志向性

 　高齢者の場合，通路空間における危険は，今回の実験

 下においてはコー一ス型（障害物の配置パターン）に余り

 依存しないと考えられる。なぜなら，大学生が迂回にお

 いて最短距離で進もうとしたために，障害物に接触した

 と考えられるのに対し，高齢者は障害物を避けることに

 多くの注意を払う結果，蛇行コースであっても必ずしも

 接触が増えないからである。］方，通路幅の影響は，大

 学生にはほとんど認められなかったのに対し，高齢者に

 は大きくその影響が認められたことから，通路にはある

 最低幅を確保することが，高齢者を危険から守ると考え

 られる。

 　住空間とは，同じ動作の繰り返しにより，そこに住ま

 う人の体内に記憶されるものである。そのような空間に

 おいて高齢者を安全に受け入れるためには，通路の形状

 を単純・明快にすることよりも，むしろ筋力の衰え等か

 らくると思われる身体のふらつきを寛容に受け入れるゆ

 とりが必要であることが，本研究によ「）明らかになった。
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　本研究にあたっては多数の方の協力を仰いだ。3章で

用いた資料は，住宅金融公庫南関東支所のご好意による

ものである。また，4章のハウスメーカー住宅分の資料

は，園田と沢田知子氏（文化女子大学）および小林秀樹

氏（建設省建築研究所）の共同調査によるものである。

最後の5章の研究は，堀江美津子氏（当時千葉大学学生・

現建設省）の力によるところが大きい。ここに紙面を借

りて，研究にご協力いただいた諸氏に深く感謝の意を表

する次第である。

〈注＞

1）昭和62年度の住宅金融公庫の融資制度では，70m・以上～120m・

　以下，120m1超～145m2以下，145m・超～200m似下で3段階の金

　利が設定されてお．），小さいものほど金利が低い。また，高齢

　者が同居する場合には，120m・超～200m似下の住宅を建設する

　際に貸付資金が割り増しになる。このインセンティブによって

　高齢者同居住宅がより大型のものになっている可静性がある。

2）二世帯住宅融資は，4以上の居住室，2以上のトイレ，2以上

　の台所，1以上の浴室があることが条件になっている。

3）林式数量化II類にあたっては「統計解析シリーズVer．3：㈱

　社会情報サービス」を使用した。ただし，このソフト使用上の

　制約から，金体データから1／4のサンプルを無作為に抽出し分

　析を行った。クロス集計の結果では，抽出データは全体データ

　　をよく代表している。

4）最初の試験とそれ以降の試験
5）そのコースの試験経験が有るものと無いもの
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